
 

 

この報告書について 

 

 

近年、世界各国に広がる貧困、紛争、難民、感染症、環境問題等、地球規模

の課題はますます多様化しており、一国のみで解決することは困難であるとの

認識が高まっている。２００５年９月に開催された国連首脳会合で、国際社会

がこれらの課題に対し２０１５年までに達成すべき「ミレニアム開発目標」

（Millennium Development Goals：MDGs）を再確認し、その実現への決意、そ

して国際社会が一致して取り組む必要性が強調された。 

このような地球全土に跨る諸問題の解決に向け、国際機関の果たす役割は

益々重要となってきている。これら国際機関の活動への支援は、二国間援助と

相互に補い、有効な国際協力の手段である。我が国としても、国際社会の平和

と安定に寄与することが我が国自身の平和と安定にもつながるとの観点から、

各国際機関に対し、知的、人的、財政的貢献を積極的に行っている。 

その一方で、昨今の厳しい経済・財政状況の下、我が国の国際貢献のあり方

について国内世論からの厳しい意見や批判が出されている。特に、国際機関等

への財政的貢献については、日本の拠出金や出資金が効果的、そして効率的に

活用されているのか、当該機関の財政と事業運営が適正なのか、また、財政的

貢献に見合った邦人職員数や幹部ポストが確保されているか、等が問われてい

る。このような要請に対し、政府として十分な説明責任を果たし、関係府省庁

が互いに連絡をしながら各機関の実態を正確に把握し、一層整合性の取れた政

策を行う必要があると考える。 

 

この報告書は、以上のような考え方をもとに政府全体として取り組んでいる

国際機関等に対する拠出金や出資金等の活用実態を国民に明らかにすることを

目的としている。平成１４年１２月、自由民主党の報告「ＯＤＡ改革の具体策 ― 

国民に理解されるＯＤＡを目指して ―」の提言を受けて、平成１５年度より政

府全体の取り組みとして当省が取り纏め、作成している。 

５版目となる今回（平成１９年度版）は、平成１６年度から１８年度までの

拠出実績を対象としている。主に、国際機関に対する「任意拠出金」、国際開発

金融機関に対する「出資金」の２種類について、各案件の実態と評価について

記述している。また、年度途中の緊急なニーズに対し、国際機関を通じて拠出

される「無償資金協力」の実績も含まれている。我が国としては、財政的貢献

が最大限効率的に活用されるよう、国際機関の行財政面での合理化及び機能強



 

化に向けた努力を一層促進していく考えである。また、国際機関の活動の業績

評価とその改善にも積極的に取り組んでいく考えである。 

更に、国際機関への支援は財政面だけでなく、人的な貢献も重要である。国

際機関における邦人職員数の拡大、特に、幹部ポストを占める邦人職員の増加

は、国際機関の運営活動に対して知的、技術的に貢献するものである。このよ

うな観点に基づき、政府全体として引き続き、邦人職員の増強に努めている。

なお、報告書内の邦人職員数については、拠出金等の対象期間に合わせ、２０

０７年１月時点のデータとなっている。 

 

今後とも国民各層からのご意見やご指摘を真摯に受け止め、我が国の国際貢

献が今より効果的なものとなるよう改善を図るとともに、その必要性について

ご理解を得られるよう努めていきたい。国民の一層のご支援・ご助言を頂けれ

ば幸いである。 
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